
和歌山県医療施設等耐震整備事業補助金交付要綱  

 

 （趣旨 ）  

第 １条  知事は 、医療 施設等 の耐震 化又は 補強等 を行う ことに より、 地震発 生時に お

い て適切 な医療 提供体 制の維 持を図 るため 、県内 の医療 施設等 の耐震 整備を 行う者

に 対して 予算の 範囲内 で補助 金を交 付する ものと し、そ の交付 に関し ては、 補助金

等 に係る 予算の 執行の 適正化 に関す る法律 （昭和 ３０年 法律第 １７９ 号）、 補助金

等 に係る 予算の 執行の 適正化 に関す る法律 施行令 （昭和 ３０年 政令第 ２５５ 号）、

厚 生労働 省所管 補助金 等交付 規則（ 平成１ ２年厚 生省・ 労働省 令第６ 号）、 医療提

供 体制施 設整備 交付金 交付要 綱（平 成２１ 年３月 ３０日 厚生労 働省発 医政第 03300

04 号厚生 労働事 務次官 通知別 紙。以 下「交 付要綱 」とい う。） 、災害 医療対 策事

業 等実施 要綱（ 平成２ １年３ 月３０ 日医政 発第 0330007 号厚生 労働省 医政局 長通知

の 別添。 以下「 実施要 綱」と いう。 ）及び 和歌山 県補助 金等交 付規則 （昭和 ６２年

和 歌山県 規則第 ２８号 。以下 「規則 」とい う。） に定め るとこ ろのほ か、こ の要綱

に 定める ところ による 。  

 （補助 事業）  

第 ２条  補助金 の交付 の対象 となる 事業（ 以下「 補助事 業」と いう。 ）は、 次条に 定

め る補助 金の交 付の対 象とな る者（ 以下「 補助対 象者」 という 。）が その設 置する

県 内の補 助対象 となる 医療施 設等に 対して 行う地 震防災 上緊急 に整備 すべき 耐震整

備 事業（ 医療施 設等の 耐震整 備とし て必要 な新築 、増改 築に伴 う補強 及び既 存建物

に 対する 補強を 行う事 業をい い、他 の補助 制度に より、 耐震整 備を行 った建 物及び

耐 震化整 備を行 おうと する建 物に係 る耐震 整備事 業を除 く。） とする 。  

 （補助 対象者 ）  

第 ３条  補助対 象者は 、次の 各号の いずれ かに該 当する 者とす る。  

（ １）医 療機関 の場合  

ア  補強 が必要 と認め られる 建物を 有する 救命救 急セン ター、 病院群 輪番制 病院、

小 児救急 医療拠 点病院 、小児 救急医 療支援 事業参 加病院 、共同 利用型 病院及 び

そ の他災 害時に おける 医療の 提供に 必要な 医療機 関（原 則とし て、第 二次救 急

医 療施設 として 必要な 診療機 能を有 するも のに限 る。） である と厚生 労働大 臣

が 認める ものの 開設者 （次号 におい て「厚 生労働 大臣が 認める ものの 開設者 」

と いう。 ただし 、地方 公共団 体、地 方独立 行政法 人、日 本赤十 字社及 び社会 福

祉 法人恩 賜財団 済生会 を除く 。）  

イ  構造 耐震指 標であ るＩｓ 値（建 築物の 耐震診 断及び 耐震改 修の促 進を図 るた

め の基本 的な方 針（平 成１８ 年国土 交通省 告示第 １８４ 号）別 添第一 の二の イ

に 規定す る構造 耐震指 標をい う。以 下同じ 。）が 0.4 未 満の建 物を有 する厚 生

労 働大臣 が認め るもの の開設 者（地 方公共 団体、 地方独 立行政 法人、 日本赤 十

字 社及び 社会福 祉法人 恩賜財 団済生 会を除 く。）  

ウ  構造 耐震指 標であ るⅠｓ 値が 0.3 未満 の建物 を有す る病院 の開設 者（た だし、

厚 生労働 大臣が 認める ものの 開設者 、地方 公共団 体及び 地方独 立行政 法人を 除



く 。）  

（ ２）看 護師等 養成所 の場合  

  ア  補強が 必要と 認めら れる建 物を有 する保 健師助 産師看 護師法 （昭和 ２３年 法

律 第２０ ３号） により 指定を 受けた 保健師 、助産 師、看 護師及 び准看 護師の 学

校 又は養 成所（ ただし 、学校 教育法 （昭和 ２２年 法律第 ２６号 ）第１ 条に規 定

す る学校 を除く 。）（ 以下、 「看護 師等養 成所」 という 。）の 開設者 （ただ し、

地 方公共 団体、 地方独 立行政 法人、 日本赤 十字社 、社会 福祉法 人恩賜 財団済 生

会 を除く 。）  

  イ  構造耐 震指標 である Ⅰｓ値 が 0.3 未満 の建物 を有す る看 護師等 養成所 の開設

者 （ただ し、地 方公共 団体及 び地方 独立行 政法人 を除く 。）  

（ 補助対 象経費 ）  

第 ４条  補助金 の交付 の対象 となる 経費は 、補助 対象事 業の実 施に必 要な工 事費又 は

工 事請負 費（こ れらの 費用の うち次 に掲げ る費用 を除く 。）と する。  

（ １）土 地の取 得又は 整地に 要する 費用  

（ ２）門 、柵、 塀及び 造園工 事並び に通路 敷設に 要する 費用  

（ ３）設 計その 他工事 に伴う 事務に 要する 費用  

（ ４）既 存建物 の買収 に要す る費用  

（ ５）そ の他整 備費用 として 知事が 適当と 認めら れない 費用  

 （補助 金の交 付額）  

第 ５条  補助金 の交付 額は、 施設ご とに次 に掲げ る方法 より算 出され た交付 額（そ の

額 に１， ０００ 円未満 の端数 金額が あると きは、 当該端 数金額 を切り 捨てた 額）

の 合計額 を上限 として 、予算 の範囲 内で知 事が定 める額 とする 。  

（ １）別 表第１ に定め る基準 額と補 助対象 経費の 実支出 額のう ちいず れか少 ない方 の

額 を選定 する。  

（ ２）前 号の規 定によ り選定 した額 と総事 業費か ら寄附 金その 他の収 入額を 控除し た

額 のうち いずれ か少な い方の 額を交 付基礎 額とす る。  

（ ３）前 号の交 付基礎 額に別 表第２ に定め る調整 率及び ２分の １を乗 じて得 た額を 交

付 額とす る。た だし、 補助事 業に係 る医療 施設等 が看護 師等養 成所の 場合に あっ

て は、同 号の交 付基礎 額に２ 分の１ を乗じ て得た 額を交 付額と する。  

 （交付 申請書 の添付 書類の 様式等 ）  

第 ６条  規則第 ４条に 規定す る補助 金等交 付申請 書に添 付すべ き書類 の様式 等は、 次

の 表のと おりと する。  

書 類  様 式  提 出 部 数  提 出 期 限  

所 要 額 調 書  別 記 第 １ 号 様 式  

１  部  
別 に知事

が 定める  

事 業 計 画 書  別 記 第 ２ 号 様 式  

補 助 対 象 工 事 の 工 事 設 計 図 及 び 工 事 仕 訳 書  
 

歳 入 歳 出 予 算 書 （ 見 込 書 ） の 抄 本  

そ の 他 知 事 が 必 要 と 認 め る 書 類  

２  前項 の補助 金等交 付申請 書を提 出する に当た って、 この補 助金に 係る消 費税及 び



地 方消費 税に係 る仕入 控除税 額（補 助対象 経費に 含まれ る消費 税及び 地方消 費税相

当 額のう ち、消 費税法 （昭和 ６３年 法律第 １０８ 号）の 規定に より仕 入れに 係る消

費 税額と して控 除でき る部分 の金額 及び当 該金額 に地方 税法（ 昭和２ ５年法 律第２

２ ６号） の規定 による 地方消 費税の 税率を 乗じて 得た金 額の合 計額に 補助金 額を補

助 対象経 費で除 して得 た割合 を乗じ て得た 金額を いう。 以下「 消費税 等仕入 控除税

額 」とい う。） を減額 して申 請しな ければ ならな い。た だし、 申請時 におい てこの

補 助金に 係る消 費税等 仕入控 除税額 が明ら かでな い場合 は、こ の限り でない 。  

 （交付 決定前 着手の 届出）  

第 ７条  補助事 業を実 施する 者（以 下「補 助事業 者」と いう。 ）は、 この補 助金の 交

付 決定前 に事業 に着手 すると きは、 交付決 定前着 手届（ 別記第 ３号様 式）を 知事

に 提出し なけれ ばなら ない。  

 （交付 条件）  

第 ８条  規則第 ６条の 規定に より補 助金の 交付に 付する 条件は 、次に 掲げる とおり と

す る。  

（ １）次 に掲げ る場合 のいず れかに 該当す るとき は、あ らかじ め知事 の承認 を受け な

け ればな らない こと。  

ア  補助 事業に 要する 経費の 配分の 変更（ 軽微な 変更と 知事が 認める ものを 除

く 。）を しよう とする 場合  

イ  補助 事業の 内容の うち次 に掲げ る変更 をしよ うとす る場合  

（ ア）建 物の設 置場所 の変更 （設置 予定敷 地内に おける 設置場 所の変 更で機 能を

著 しく変 更しな いもの と知事 が認め るもの を除く 。）  

（ イ）建 物の規 模、構 造又は 用途の 変更（ 機能を 著しく 変更し ないも のと知 事が

認 めるも のを除 く。）  

ウ  補助 事業の 全部又 は一部 を中止 し、又 は廃止 しよう とする 場合  

（ ２）補 助事業 が予定 の期間 内に完 了しな い場合 又は当 該補助 事業の 遂行が 困難と な

っ た場合 には、 速やか に知事 に報告 してそ の指示 を受け なけれ ばなら ないこ と。  

（ ３）補 助事業 により 取得し 、又は 効用の 増加し た不動 産及び その従 物（以 下「財 産」

と いう。 ）につ いては 、補助 金等に 係る予 算の執 行の適 正化に 関する 法律施 行令

第 １４条 第１項 第２号 の規定 により 厚生労 働大臣 が別に 定める 期間を 経過す るま

で 、知事 の承認 を受け ないで この補 助金の 交付の 目的に 反して 使用し 、譲渡 し、

交 換し、 貸し付 け、担 保に供 し、又 は取り 壊して はなら ないこ と。  

（ ４）知 事の承 認を受 けて財 産を処 分する ことに より収 入があ った場 合には 、その 収

入 の全部 又は一 部を県 に納付 させる ことが あるこ と。  

（ ５）補 助事業 により 取得し 、又は 効用の 増加し た財産 につい ては、 補助事 業完了 後

に おいて も、善 良な管 理者の 注意を もって 管理す るとと もに、 その効 率的な 運用

を 図らな ければ ならな いこと 。  

（ ６）補 助事業 に係る 収入及 び支出 を明ら かにし た帳簿 を備え 、当該 収入及 び支出 に

つ いて証 拠書類 を整理 し、当 該帳簿 及び証 拠書類 を当該 補助事 業の完 了の日 （当

該 補助事 業の中 止又は 廃止の 承認を 受けた 場合に あって は、そ の承認 を受け た日）



の 属する 年度の 終了後 ５年間 保管し ておか なけれ ばなら ないこ と。た だし、 当該

補 助事業 により 取得し 、又は 効用の 増加し た財産 がある 場合に あって は、そ の保

管 期間経 過後に おいて も、当 該財産 の処分 が完了 する日 又は第 ３号の 厚生労 働大

臣 が別に 定める 期間を 経過す る日の いずれ か遅い 日まで 当該帳 簿及び 証拠書 類を

保 管して おかな ければ ならな いこと 。  

（ ７）補 助事業 を行う ために 締結す る契約 につい ては、 一般競 争入札 に付す るなど 県

が 行う契 約手続 の取扱 いに準 拠しな ければ ならな いこと 。  

（ ８）補 助事業 を行う ために 建設工 事の完 成を目 的とし て締結 するい かなる 契約に お

い ても、 契約の 相手方 が当該 建設工 事を一 括して 第三者 に請け 負わせ ること を承

諾 しては ならな いこと 。  

（ ９）補 助金の 交付を 申請す るに当 たって 、この 補助金 に係る 消費税 等仕入 控除税 額

が 明らか でない ため、 消費税 及び地 方消費 税相当 額を含 めて申 請した 場合は 、次

の 条件に 従わな ければ ならな いこと 。  

ア  実績 報告を 提出す るに当 たって 、この 補助金 に係る 消費税 等仕入 控除税 額が

明 らかに なった 場合に は、こ れを補 助金か ら減額 して報 告しな ければ ならな い

こ と。  

イ  実績 報告の 提出後 に、消 費税及 び地方 消費税 の申告 により この補 助金に 係る

消 費税等 仕入控 除税額 が確定 した場 合（消 費税等 仕入控 除税額 が０円 の場合 を

含 む。） は、そ の金額 （アの 規定に より報 告をし た場合 には、 当該報 告にお い

て 減じた 額を上 回る部 分の金 額）を 消費税 等仕入 控除税 額報告 書（別 記第４ 号

様 式）に より速 やかに 知事に 報告す るとと もに、 知事の 返還命 令を受 けてこ れ

を 県に返 還しな ければ ならな いこと 。  

ウ  補助 事業者 が全国 的に事 業を展 開する 組織の 一支部 （又は 一支社 、一支 所等）

で あって 、自ら 消費税 及び地 方消費 税の申 告を行 わず、 本部（ 又は本 社、本 所

等 ）で消 費税及 び地方 消費税 の申告 を行っ ている 場合は 、本部 の課税 売上割 合

等 の申告 内容に 基づき 報告を 行うこ と。  

（ １０） 補助事 業者は 、この 補助金 の交付 と対象 経費を 重複し て、他 の法律 又は予 算

制 度に基 づく他 の負担 金又は 補助金 を受け てはな らない こと。  

（ １１） 第３条 （１） ウにお いて病 院の耐 震整備 （当該 建物の 建替え （現に 存する 建

物 の除去 を行う ととも に、当 該建物 の存し ていた 土地の 全部又 一部へ の新た な建

物 の建設 又は当 該建物 の存し ていた 土地に 近接す る土地 への当 該建物 に代わ るべ

き 新たな 建物の 建設を 行うこ とをい う。） に係る ものに 限る。 ）を行 おうと する

場 合は、 当該耐 震整備 を行お うとす る区域 の病棟 の病床 数を１ ０％以 上削減 し、

そ のまま 病院全 体の医 療法（ 昭和２ ３年法 律第２ ０５号 ）の許 可病床 数を削 減し

な ければ ならな いこと 。ただ し、当 該病院 が県の 医療計 画上の 病床非 過剰地 域に

所 在し、 かつ、 増床を 伴わな い整備 計画で ある場 合にあ っては 、この 限りで ない

こ と。  

 （変 更の承 認等）  

第 ９条  補助事 業者は 、前条 第１号 ア又は イに掲 げる場 合に該 当し、 知事の 承認を 受



け ようと すると きは、 あらか じめ事 業変更 承認申 請書（ 別記第 ５号様 式）を 知事に

提 出し、 その承 認を受 けなけ ればな らない 。ただ し、次 条の規 定によ る変更 交付の

申 請を行 う場合 にあっ ては、 この限 りでな い。  

２  補助 事業者 は、前 条第１ 号ウに 掲げる 場合に 該当し 、補助 事業を 中止し 、又は 廃

止 しよう とする ときは 、あら かじめ 事業中 止（廃 止）承 認申請 書（別 記第６ 号様式 ）

を 知事に 提出し 、その 承認を 受けな ければ ならな い。  

 （変 更交付 申請）  

第 １０条  補助 事業者 は、こ の補助 金の交 付決定 後の事 情の変 更によ り、補 助金の 変

更 交付を 申請し ようと すると きは、 あらか じめ変 更交付 申請書 （別記 第７号 様式）

を 知事に 提出し 、その 承認を 受けな ければ ならな い。  

  （状況 報告）  

第 １１条  規則 第１１ 条の規 定によ る状況 報告は 、別に 知事が 定める 日まで に、状 況

報 告書（ 別記第 ８号様 式）に より行 うもの とする 。  

 （実績 報告書 の添付 書類の 様式等 ）  

第 １２条  規則 第１３ 条に規 定する 実績報 告書に 添付す べき書 類の様 式等は 、次の 表

の とおり とする 。  

 

書   類  様  式  提 出 部 数  提 出 期 限  

所 要 額 精 算 書  別 記 第 ９ 号 様 式  

１ 部  
別 に知事

が 定める  

事 業 実 績 報 告 書  別 記 第 １ ０ 号 様 式  

補 助 事 業 に 係 る 歳 入 歳 出 決 算 書 （ 見 込 書 ） の

抄 本  

 

補 助 事 業 完 了 後 の 建 物 の 全 景 及 び 補 助 対 象 事

業 の 概 要 を 示 す 写 真  

契 約 書 の 写 し  

補 助 事 業 完 了 後 の 建 物 の 構 造 概 要 及 び 平 面 図

（ 各 室 の 用 途 を 示 す こ と 。 ）  

補 助 対 象 工 事 の 工 事 設 計 図 及 び 工 事 仕 訳 書  

（ 建築確 認申請 を伴う 工事の 場合）  

建 築 基 準 法 （ 昭 和 ２ ５ 年 法 律 第 ２ ０ １ 号 ） 第

７ 条 第 ５ 項 の 検 査 済 証 の 写 し  

そ の 他 知 事 が 必 要 と 認 め る 書 類  

 （そ の他）  

第 １３条  特別 の事情 により 、第５ 条に定 める算 定方法 並びに 第６条 及び第 ８条か ら

前 条まで に定め る手続 による ことが できな い場合 にあっ ては、 あらか じめ知 事の

承 認を受 けてそ の定め るとこ ろによ るもの とする 。  

   附  則    

 この要 綱は、 平成３ ０年６ 月２２ 日から 施行し 、平成 ３０年 度の補 助金か ら適用 す

る 。  

   附  則  



 この要 綱は、 令和２ 年１０ 月７日 から施 行し、 令和２ 年度の 補助金 から適 用する 。  

   附  則  

 この要 綱は、 令和３ 年２月 ５日か ら施行 し、令 和２年 度の補 助金か ら適用 する。  

   附  則  

 この要 綱は、 令和４ 年９月 １日か ら施行 し、令 和４年 度の補 助金か ら適用 する。  

 

別 表第１ （第５ 条関係 ）  

区 分  基 準額  

病 院の場 合  

（ １）補 強が必 要と認 められ るもの  

（ ２）耐 震構造 指標で ある Is 値 が 0.4 未満

の 建物を 有する 第二次 救急医 療施設 等

及 び耐震 構造指 標であ る Is 値が 0.3 未

満 の建物 を有す る病院 （第二 次救急 医

療 施設等 を除く 。）  

 

（ １）基 準面積 2,300 ㎡×44,100 円  

（ ２）基 準面積 2,300 ㎡×209,400 円  

看 護師等 養成所 の場合  

（ １）補 強が必 要と認 められ るもの  

（ ２）耐 震構造 指標で ある Is 値 が 0.3 未満

の 建物を 有する 看護師 等養成 所の開 設

者 。  

 

（ １）基 準面積 2,300 ㎡×33,700 円  

（ ２）基 準面積 2,300 ㎡×160,000 円  

別 表第２ （第５ 条関係 ）  

既 存病床 数が医 療計画 上の基 準病床 数に占 める割 合  調 整率  

105%以上  0.95 

105%未満  1.00 

 

備 考  

１  病床 数とは 、精神 病床数 、感染 症病床 数、結 核病床 数、療 養病床 数及び 一般

病 床数の 合計を いう。  

２  病床 数は、 交付申 請日の 属する 年度の 前年度 ３月３ １日現 在の数 値を用 いる

こ と。  


